
同時最適化（Co-opt）および混雑反映価格（LMP）について

２０２３年 １月３１日

電力広域的運営推進機関

参考資料４



2はじめに

◼ 第3回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（12月2日）に
おいて、同時市場の設計の参考として、米PJMにおける市場約定（SCUC）ロジックと価格算定（LMP）ロジック、
および、そこから得られる考察について報告させていただいた。

◼ 今回、これらロジックの中で用いられている、kWhとΔkWの同時最適化ロジック（Co-opt）について、アップリフト
との関係も含めて、米PJMの事例を中心に報告させていただく。

◼ また、現状においても地域間連系線において混雑が発生し、エリア単位の市場分断（値差）が生じていることから、
同時市場へ移行したとしても、引き続き混雑を反映した価格算定が必要になると考えられる。

◼ この点に関して、米PJMでは、Co-optの結果から、混雑を反映した価格（LMP）を算定しており、同時市場との
親和性が高いとも考えられるため、あわせて報告させていただく。



3（参考）第3回実務検討作業部会における議論

出所）第3回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年12月2日）資料6をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/003_06_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/003_06_00.pdf
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１．米PJMにおける増分燃料費のみのCo-opt

２．3-Part情報を用いたCo-optとアップリフトの関係

３．混雑反映価格（LMP）の算定



5米PJMにおける増分燃料費のみのCo-optについて

◼ 米PJMにおいては、発電起動停止計画に用いる「3-Part情報（起動費・無負荷コスト・増分燃料費）を用いた
Co-opt」と、ディスパッチ・LMPにおける「増分燃料費のみのCo-opt」の2種類が実施されている。

◼ 本章では、簡単のため、まずは「増分燃料費のみのCo-opt」の詳細について述べる。

起動費 無負荷コスト 増分燃料費

ディスパッチ・LMP決定

発電機起動停止計画

出所）PJM, “LMP Calculation and Uplift”（2018年1月29日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/epfstf/20180129/20180129-item-07b-lmp-calculation-and-uplift.ashx

https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/epfstf/20180129/20180129-item-07b-lmp-calculation-and-uplift.ashx
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◼ 基本的な考え方は、「エネルギーコスト」「抑制需要価値（需要の価格弾力性を考慮時）」「調整力確保費用」の
合計、つまり、kWh・ΔkW供給コストと経済DRコストを、最小化するロジックとなっている。

◼ なお、以下には起動費と無負荷コストが含まれておらず、「増分燃料費のみのCo-opt」であるが、起動費等を目的
関数に加えることで、「3-Part情報を用いたCo-opt」も可能である。（詳細は後述）

kWh・ΔkW同時最適化ロジック（Co-opt）の基本的な考え方（目的関数）

【最適計算で最小化する目的関数】：主にエネルギーコスト、抑制需要価値、調整力確保コストの合計

他ISOとの授受分
（日本では関係なし）

調整力確保費用
※商品ごとに、量×価格

需給バランス違反・送電制約
違反等のペナルティ項目

※抑制量なのでマイナスMWとなる
（価格弾力性のない負荷の場合、

ゼロとなるため不要となる項目）

Regulation (Reg)
LFC相当

Synch Reserve (SR)
10分応動・系統連系

Non-Synch Reserve (NSR)
10分応動・非系統連系

Secondary Reserve (SecR)
30分応動

緊急時の調整力
(Reserve)

平常時の調整力
(Regulation)

出所）PJM, “Energy and Ancillary Service Co-Optimization Formulation” （2022年6月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx

https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx


7Co-optにおける価格弾力性の考慮方法について

◼ 「抑制需要価値」は、需要抑制量と買入札曲線より算出されており、左下図②の領域と考えられ、①と②を最小化
することにより、需要の価格弾力性を考慮した約定点（交点）を求めることができる。

◼ 他方で、「抑制需要価値」を考慮しなければ、価格弾力性がない固定負荷（予測負荷）に対して、総燃料費が
最小となる発電出力を選ぶことが出来るロジックとなっている。

【価格弾力性がある場合】
予測負荷

（Load Forecast）

価格弾力性で抑制
される負荷(PRD)

① ②

①+②が最小となる目的関数
かつ

供給量＝予測負荷量ーPRD負荷量
↓

需要の価格弾力性を考慮して
総燃料費が最小な発電出力となる

供給量

【価格弾力性がない場合】
予測負荷

（Load Forecast）

①

①が最小となる目的関数
かつ

供給量＝予測負荷量
↓

予測負荷量に合わせて、
総燃料費が最小な発電出力となる

供給量
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◼ また、先に述べた合計コスト最小化は、大きく4つの制約条件（①需給バランス制約、②送電容量制約、③リソース
能力に関する制約、④調整力確保制約）を満たすように最適化される。

◼ これにより、系統混雑を考慮した（混雑処理のために持ち替えを実施した）発電出力を求めることができる。

Co-optで考慮されている制約条件

【制約条件】

A. Power Balance Constraint：①需給バランス（kWh需給バランス）制約

B. Transmission Constraints：②送電容量制約

C. Resource Capacity Constraints：リソース内での容量制約

1. Resource’s Economic Maximum Constraint Limit

：kWhとΔkW（上げ）の合計が設備容量以内となる制約

2. Resource’s Economic Minimum Constraint Limit

：kWhとΔkW（下げ）の合計が最低出力以上となる制約

3. Resource’s Reserve Capability Constraints

：ΔkW約定量がRampRate（出力変化量）を出力を考慮した量以内となる制約

D. Resource’s Ramp Rate Constraints：リソースの出力変化量制約

E. Reserve Requirement Constraints：④調整力確保（ΔkW需給バランス）制約

③リソース能力に
関する制約

（容量・出力変化量）

（詳細は次ページ）

出所）PJM, “Energy and Ancillary Service Co-Optimization Formulation” （2022年6月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx

https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx
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◼ 調整力確保制約（Reserve Requirement Constraints）は、商品ごとでなく、応動能力ごとに設定されている。

◼ また、エリア全体だけでなく、sub-zoneごとの必要量も満たすように確保する制約となっている。

（参考） 調整力確保制約の詳細

【制約条件（調整力確保制約）】

※sub-zoneの制約式は割愛

10分以内に応動できる
商品(SR, NSR)の制約

30分以内に応動できる
全商品(SR, NSR, 
SecR)の制約

10分以内に応動でき、
系統連系されている
商品(SR)の制約

※sub-zoneの制約式は割愛

sub-zoneの制約式

エリア全体の制約式

※ Reserve（緊急時の調整力）しか記述はないが、Regulation（平常時の調整力）についても、制約が
ない中コスト最小化するとΔkW確保量が0となってしまうため、実際には同様の制約があるものと考えられる

出所）PJM, “Energy and Ancillary Service Co-Optimization Formulation” （2022年6月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx

https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx
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◼ PJMの調整力商品は、大きく、平常時の時間内変動に対応する「Regulation（Reg）」と緊急時の電源脱落に
対応する「Reserve」に分かれる。

◼ また、「Reserve」は、応動能力や系統への連系有無により、「Synchronized Reserve（SR）」 、
「Non-Synchronized Reserve（NSR）」、「Secondary Reserve（SecR）」の3つの商品がある。

(参考) 米PJMにおける調整力の商品

出所）PJM Manual 11: Energy & Ancillary Services Market Operations Revision: 122（2022年10月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

10~30分応動

1~10分応動
非系統連系

1~10分応動
系統連系

〇 Regulation (Reg)：レギュレーション商品（平常時の時間内変動）

〇 Reserve：予備力商品（緊急時の電源脱落）

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx
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◼ PJMの調整力確保は、必要に応じて最大で3つのsub-zoneごとに確保される。

(参考) 米PJMにおける調整力のsub-zoneについて

出所）PJM, “Reserve Market Price Formation Enhancements”（2021年4月30日）をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/srdtf/2021/20210430/20210430-item-04-reserve-market-price-formation-enhancements.ashx

https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/srdtf/2021/20210430/20210430-item-04-reserve-market-price-formation-enhancements.ashx
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◼ 米PJMにおいて、価格はCo-optの結果から算出されており、具体的には、「システムエネルギー料金（Energy 
Price）」と「ΔkW価格（Reserve Clearing Price）」は、 Co-optの結果から、需給（kWh）バランス制約と、
調整力確保（ΔkW需給バランス）制約に対応する「シャドウプライス」により算定されている。

◼ 混雑を反映したkWh価格（LMP）は、「システムエネルギー料金」から、限界ロス料金（Loss Price）と送電混雑
料金（Congestion Price）を補正して算出されるが、詳細については後述する。

価格算定の基本的な考え方

【価格の決定】

※限界ロス料金と送電混雑料金の詳細は後述

※調整力確保制約が商品ごとでなく、
応動能力ごとに設定されているため、
その商品が対応可能な、全ての応動能力に関する
制約条件に対応するシャドウプライスの合計となる

出所）PJM, “Energy and Ancillary Service Co-Optimization Formulation” （2022年6月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx

https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx
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◼ 「シャドウプライス」は、最適化問題において、制約式の定数項が1単位変化したときの目的関数の値の変化を示す。

◼ 具体的に、「需給バランス制約に対応するシャドウプライス」は、需要（供給）が微少に1単位増えた時の目的関数
の増加量となり、シャドウプライスは結果的に需給均衡点における限界費用となる。

需給バランス制約に対応するシャドウプライス

出所）平成２９年度電力系統関連設備形成等調査事業（日本における調整力確保の在り方に関する調査）報告書（2018年2月）をもとに作成
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H29FY/000212.pdf

【シャドウプライスの定義】

均衡する需給

限界費用＝
シャドウプライス

目的関数

ΔkW必要量

需給（kWh）バランス制約に対応するシャドウプライス 調整力（ΔkW）確保制約に対応するシャドウプライス

限界費用＝
シャドウプライス

目的関数

微少な1単位増加

目的関数の
増加量

微少な1単位増加

目的関数の
増加量

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H29FY/000212.pdf


14需給均衡点における限界費用について

◼ 需給均衡点における限界費用は、前述通り、需要（供給）が微少に1単位増えた時に出力増加する電源である。

◼ このため、例えば、調整力確保制約等により出力下限で運転している限界費用が高い電源がある場合などは、それ
が約定価格を決定するマージナルな電源（需給均衡点における限界費用電源）になるとは限らない。

kWh入札価格

4円/kWh 5円/kWh 6円/kWh 7円/kWh

ΔkW ΔkW

kWh入札価格

4円/kWh 5円/kWh 6円/kWh 7円/kWh

ΔkW

微少な
1単位増加

ΔkW供出のため
出力下限で運転

ΔkW供出のため
出力下限で運転

出力の増加する電源
（約定価格を決定する

マージナルな電源）
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◼ 米PJMにおける「増分燃料費のみのCo-opt」ロジックをまとめると、制約条件（需給バランス制約、送電容量制約、
リソース能力に関する制約、調整力確保制約）を満たした上で、kWh供給コスト（①）・経済DRコスト（②）・
ΔkW供給コスト（③）の合計を最小化（同時最適化）することで、kWh・ΔkW約定量が決定する。

◼ また、最適化結果に基づく需給均衡点における限界費用により、kWh・ΔkW価格を決定している。

（なお、混雑を反映したkWh価格（LMP）算定については後述する）

米PJMの「増分燃料費のみのCo-opt」まとめ

予測負荷
（Load Forecast）

価格弾力性で抑制
される負荷(PRD)

① ②

kWh約定量

ΔkW必要量
（Reserve Requirement）

③

ΔkW約定量

ΔkW価格

kWh価格

kWhの需給 ΔkWの需給

①（kWh供給コスト）+②（経済DRコスト）＋③（ΔkW供給コスト）を最小化

制約条件：
需給バランス制約
送電容量制約
リソース能力に関する制約
調整力確保制約



16（参考） 社会費用最小化問題と社会余剰最大化問題について

◼ 米PJMにおいて、例えばkWh市場のみ考えると、kWh供給コスト（①）と経済DRコスト（②）の合計というように
社会費用を最小化する問題を解いているが、生産者余剰（③）と消費者余剰（④）の合計である社会余剰を
最大化する問題を解くことと実質的に同じであり、結果として同じ約定量と約定価格を求めることができる。

予測負荷
（Load Forecast）

価格弾力性で抑制
される負荷(PRD)

① ②

kWh約定量

kWh価格

kWhの需給
予測負荷

（Load Forecast）

価格弾力性で抑制
される負荷(PRD)

③

④

kWh約定量

kWh価格

kWhの需給

社会費用 最小化問題 社会余剰 最大化問題



17目次

１．米PJMにおける増分燃料費のみのCo-opt

２．3-Part情報を用いたCo-optとアップリフトの関係

３．混雑反映価格（LMP）の算定



183-Part情報を用いたCo-optとアップリフトについて

出所）PJM, “LMP Calculation and Uplift”（2018年1月29日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/epfstf/20180129/20180129-item-07b-lmp-calculation-and-uplift.ashx

起動費 無負荷コスト 増分燃料費

ディスパッチ・LMP決定

発電機起動停止計画

◼ 続いて、起動費・無負荷コストも含めた「3-Part情報を用いたCo-opt」の詳細について述べる。

◼ 米PJMにおいて、「3-Part情報（起動費・無負荷コスト・増分燃料費）を用いたCo-opt」は、発電機の起動停止
計画（UC）にしか用いておらず、価格（LMP）算定には使用していないが、NYISO等では「3-Part情報を用いた
Co-opt」の結果を用いて価格（LMP）算定を行っているケースも存在する。

◼ 一方、「増分燃料費のみのCo-opt」だけでなく、「3-Part情報を用いたCo-opt」においても、起動費や無負荷コスト
の一部は市場で回収できない可能性があり、このことによる市場参加者の入札インセンティブを損ねないよう、費用を
補填するアップリフト（Uplift）と呼ばれる仕組みがあるため、その関係性についても述べる。

https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/epfstf/20180129/20180129-item-07b-lmp-calculation-and-uplift.ashx


193-Part情報を用いたCo-opt

◼ 起動費・無負荷コストを考慮した「3-Part情報を用いたCo-opt」も、目的関数のkWh供給コストに起動費等を
加えることで、「増分燃料費のみのCo-opt」と同様なロジック※となる。

◼ 一方、約定価格も同様に「需給バランス制約に対応するシャドウプラス」から算定されるため、「3-Part情報を用いた
Co-opt」であっても、起動費・無負荷コストでは約定せず、約定価格は増分燃料費のみが反映された価格となる。

円/kWh

２

4

6

円/kWh

1

3

5

電源A（起動済み）

電源B（停止中）

円/kWh

3-Part情報を用いたCo-opt

２円 4円 6円5円1円 3円

40

万kWh

万kWh

万kWh

40

起動費
（なし）

起動費
（あり）

＋
無負荷
コスト

起動費・
無負荷
コスト

無負荷
コスト

起動費
（なし）

無負荷
コスト

需給バランス制約に対応する
シャドウプライス（約定価格）
4円/kWh

制約条件：
需給バランス制約
送電容量制約
リソース能力に関する制約
調整力確保制約

最低負荷
合計 増分燃料費

青枠の領域（起動費等を加えたkWhコスト）の最小化

増分燃料費

増分燃料費

（簡略化のため、経済DRコスト・ΔkW供給コストは省略）

※ただし起動・停止状態の組み合わせの最適化も必要となり（混合整数計画問題）、求解の困難さは増す
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起動費
（なし）

無負荷
コスト

起動費＋無負荷
コスト（100万円）

約定価格に基づく精算とアップリフトの関係

◼ 前述の通り、「3-Part情報を用いたCo-opt」（起動費等も考慮した同時最適化）であっても、約定価格は、増分
燃料費のみが反映された価格となる。

◼ その結果、下図電源Bのように、約定価格と増分燃料費の差分の利潤（緑枠の領域）で、起動費・無負荷コスト
（赤枠の領域）を賄えない場合があり、事業者にとっては市場に参加しないインセンティブとなってしまう。このことを
回避するため、不足分はアップリフト（Uplift）として補填されている。

（⇒3-Part情報を用いた価格算定であっても、市場内で全額回収できず、アップリフト（Uplift）が必要）

円/kWh

２

4

6

電源A（起動済み）

円/kWh

1

3

5

電源B（停止中）

約定価格：4円/kWh

約定価格：4円/kWh

万kWh 万kWh

約定量25 約定量30

利潤
80万円

利潤
60万円

不足分20万円をアップリフト（Uplift）として補填

無負荷コスト
（30万円）

利潤80万円で、起動費・無負荷コスト100万円を賄えない

補填不要

利潤60万円で、無負荷コスト30万円を賄える



21目次

１．米PJMにおける増分燃料費のみのCo-opt

２．3-Part情報を用いたCo-optとアップリフトの関係

３．混雑反映価格（LMP）の算定
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◼ 先述の通り、混雑を反映した価格（LMP）は、Co-opt結果の「システムエネルギー料金」から、「限界ロス料金
（Loss Price）」ならびに「送電混雑料金（Congestion Price）」を補正した上で、算出されている。

混雑反映価格（LMP）の概要

【価格の決定】

【LMP算定例】

出所）PJM, “Locational Marginal Pricing Components”（2017年7月13日）をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/training/nerc-certifications/markets-exam-materials/mkt-optimization-wkshp/locational-marginal-pricing-components.ashx

出所）PJM, “Energy and Ancillary Service Co-Optimization Formulation” （2022年6月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx

https://www.pjm.com/-/media/training/nerc-certifications/markets-exam-materials/mkt-optimization-wkshp/locational-marginal-pricing-components.ashx
https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx


23限界ロス料金について

◼ 「限界ロス料金」は、送電ロス補償に要する費用であり、「システムエネルギー料金」に「Penalty Factor※から算出
される補正係数（送電損失率に相当）」を乗じて算定される。

◼ 結果的に、「限界ロス料金」による減額が大きい地点、すなわち需要遠方（電源側）ほど、送電ロス発生の非効率
分だけ、発電事業者の収入が減額される仕組みとなっている。

※当該地点の供給量を1単位減らした（需要なら、需要量を1単位増やした）際に、システムエネルギー料金を
決定する地点（下記ならSolitude）から、送電損失も考慮して増出力する供給量

システム
エネルギー料金
を決定する地点

限界ロス料金に
よる減額大

(最も遠い地点)

限界ロス料金に
よる減額小

(最も近い地点)

出所）PJM, “Locational Marginal Pricing Components”（2017年7月13日）をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/training/nerc-certifications/markets-exam-materials/mkt-optimization-wkshp/locational-marginal-pricing-components.ashx

https://www.pjm.com/-/media/training/nerc-certifications/markets-exam-materials/mkt-optimization-wkshp/locational-marginal-pricing-components.ashx


24送電混雑料金について①

◼ 「送電混雑料金（混雑解消に要する費用）」を求めるにあたり、まずは「送電容量制約に対応するシャドウプライス」
を算定する。

◼ これは、制約（混雑）箇所の運用容量が微少に1単位増加した際に、目的関数（下記では系統全体の総発電
コスト）の減少量であり、混雑解消（非混雑側から1単位押し戻す）の価値と等価と見做している。

ED送電線の運用容量が230MWから
231MWに増加すると、系統全体の総

発電コストが60ドル低減する

出所）PJM, “Locational Marginal Pricing Components”（2017年7月13日）をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/training/nerc-certifications/markets-exam-materials/mkt-optimization-wkshp/locational-marginal-pricing-components.ashx

https://www.pjm.com/-/media/training/nerc-certifications/markets-exam-materials/mkt-optimization-wkshp/locational-marginal-pricing-components.ashx


25送電混雑料金について②

◼ 「送電混雑料金」は、「送電容量制約に対応するシャドープライス」と「DFAX（分流係数）」を乗じて算定される。

◼ これは、各母線（に繋がる発電所）において1単位増加させた際の、混雑解消価値を表している。

（そのため混雑側母線では価値減少（マイナス）、非混雑側母線では価値増加（プラス）となる）

※DFAX:Distribution Factor（分流係数）
潮流分析で算出される特定の設備の何％の潮流
が流れこむかを示す値
（ex.E母線に繋がるBrighton発電所を「1MW」
増加させると、ED送電線は「0.307167MW」の
分流分が増加する）

送電混雑料金（Transmission 
Congestion Price）

混雑側母線（価値減少）

非混雑側母線（価値増加）

出所）PJM, “Locational Marginal Pricing Components”（2017年7月13日）をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/training/nerc-certifications/markets-exam-materials/mkt-optimization-wkshp/locational-marginal-pricing-components.ashx

https://www.pjm.com/-/media/training/nerc-certifications/markets-exam-materials/mkt-optimization-wkshp/locational-marginal-pricing-components.ashx


26混雑反映価格（LMP）算定まとめ

◼ Co-opt結果の「システムエネルギー料金」から、送電ロス補償に要する費用である「限界ロス料金（Loss Price）」
と、混雑解消価値を示す「送電混雑料金（Congestion Price）」を補正して、混雑を反映した価格（LMP）は
算出される。

◼ なお、下図のように、LMP算定をエリア単位で行えば、結果的に市場分断処理を行った場合と同じ結果を得る。

円/kWh

kWh

4円
B

5円
B

6円
B

7円
B

8円
A

Co-opt結果（送電容量制約も考慮した約定結果）

B→Aの
運用容量を
151に増加

円/kWh

kWh

4円
B

5円
B

6円
B

7円
B

8円
A

系統増強時のCo-opt結果（送電容量制約も考慮した約定結果）

1減少

1増加

A 非混雑系統
需要量200

B→A
運用容量150 B 混雑系統

需要量100

系統増強による目的関数
の減少量
（送電混雑料金）
-2円/kWh =
-8円/kWh+6円/kWh

システム
エネルギー料金

送電混雑料金 LMP

エリアA 8円/kWh 0円/kWh 8円/kWh

エリアB 8円/kWh -2円/kWh 6円/kWh

2エリアの場合のLMPの算定例（簡単のため、限界ロス料金を考慮していない）

約定価格を
決定する電源

（システムエネルギー料金）
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A 非混雑系統
需要量200

B→A
運用容量150 B 混雑系統

需要量100

円/kWh

kWh

8円
A

エリアAの約定処理

円/kWh

kWh

4円
B

5円
B

6円
B

7円
B

エリアBの約定処理

エリア需要 200

Bからの融通量150
エリア需要

100

Aへの融通量150

エリアB
エリアプライス
6円/kWh

エリアA
エリアプライス
8円/kWh

◼ 市場分断時のエリアプライスと、エリア単位で算定したLMP価格は、結果的に同じ結果となる。

（参考） 市場分断処理を行った場合



28

（以下 参考）



29米PJMにおけるスケジューリングプロセス 【米PJMマニュアルでの記載】

◼ スケジューリングプロセスは、前日市場、RAC（Reliability Assessment and Commitment）、リアルタイム
市場に区分される。

◼ 前日市場において入札需要を満たすようにスケジューリングされ、RACにおいてPJM予測需要を満たすように追加の
リソースがスケジューリングされる。（両者ともSCUCに相当）

◼ リアルタイム市場においては、潜在的な送電制約等を満たすようにスケジューリングされると記載されているが、リアル
タイム市場は実需給1時間前であり、大宗の電源の追起動指令が間に合わないと想定されるため、発電機態勢は
RACの結果を引き継ぎ、SCEDのみ実施されるものと考えられる。

出所）PJM Manual 11: Energy & Ancillary Services Market Operations Revision: 122（2022年10月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx


30前日市場のSCUC・LMP算定 【米PJMマニュアルでの記載】

◼ RSC（Resource Scheduling & Commitment）では、市場参加者の入札情報と信頼度基準に基づき、
混合整数計画問題を解き（3-PartのCo-opt）、発電機態勢を決定する。（SCUCに相当）

◼ SPD（Scheduling, Pricing & Dispatch）では、RSCにより決定された発電機態勢を用い、増分燃料費のみ
のCo-opt（次スライドに用語についての留意点）を行い、1時間ごとの発電機出力レベル、LMP、予備力商品
（Reserve）の市場価格を算定する。（LMP算定に相当）

出所）PJM Manual 11: Energy & Ancillary Services Market Operations Revision: 122（2022年10月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx


31米PJMのSCED（Co-opt）と日本のEDC（経済負荷配分制御）について

◼ 米PJMのSCEDは、増分燃料費のみのkWh・ΔkW同時最適化を指しており、日本におけるEDC（Economic 
load Dispatching Control）のような、kWhのみ最適化した発電出力制御ではないことに注意が必要である。

◼ 本資料では、米PJMのSCEDを「増分燃料費のみのCo-opt」※、日本のEDCのような機能を「SCED」と記載する。

出所）PJM, “LMP Calculation and Uplift”（2018年1月29日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/epfstf/20180129/20180129-item-07b-lmp-calculation-and-uplift.ashx

エネルギーコスト

需要抑制価値

他ISOとの授受
（日本では関係なし）

調整力(Reserve)確保費用

需給バランス違反・送電制約違
反等のペナルティ項目

※起動費・無負荷コストはない

※対応する形で、SCUCを「3-PartのCo-opt」と記載する

出所）PJM, “Energy and Ancillary Service Co-Optimization Formulation” （2022年6月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx

https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/epfstf/20180129/20180129-item-07b-lmp-calculation-and-uplift.ashx
https://www.pjm.com/-/media/markets-ops/energy/real-time/real-time-energy-and-ancillary-service-co-optimization-formulation.ashx


32前日市場のLMP算定の詳細 【米PJMマニュアルでの記載】

◼ SPDの詳細部分と考えられる以下の箇所によると、一度dispatch runとして増分燃料費のみのCo-optを行った後、
続けてpricing runとして増分燃料費のみのCo-optが実行される。（5.2.7.1冒頭4行）

◼ ただし、pricing runにおいては、fast-startの起動費・無負荷コストが入札価格に加えられており、混合整数計画
問題の整数緩和（0or1ではなく、0~1の値をとることを許容）をして最適化されている。（5.2.7.1の3~6行、5.2.7.2後3行）

◼ また、pricing runでは、dispatch runの結果、起動しているリソースの入札情報を用いられている。（5.2.7.2冒頭3行）

出所）PJM Manual 11: Energy & Ancillary Services Market Operations Revision: 122（2022年10月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx


33fast-startについて

◼ 米PJMにおいてfast-startは、「1時間以内に応動可能」、「最低運転時間が1時間以内」、「オンラインで運転中」
の要件を満たすものと定義され、要件を満たすと想定されるリソースとし、燃料電池・ディーゼル・水力・蓄電池などが
挙げられており、短時間で起動停止が柔軟に出来るフレキシビリティリソースである。

◼ fast-startは、一般的に、短時間しか起動せず、出力範囲帯が狭いため、最小出力または最大出力でディスパッチ
されることが多く、約定価格を決定する電源になりにくく、価格と社会的費用の乖離が大きくなる。このため、pricing 
runでは、fast-startのみ起動費等も考慮のうえ、出力制約条件の緩和がなされている。

出所）PJM, “Fast Start Education”（2020年10月19日）をもとに作成
https://sdc.pjm.com/-/media/committees-groups/committees/mic/2020/20201019-fast-start/20201019-item-02-fast-start-education.ashx

Fast-startの要件イメージ

1時間後

応動可能時間
（1時間以内）

=短時間で起動可能

最低運転時間
（1時間以内）

=短時間で停止可能

応動開始

https://sdc.pjm.com/-/media/committees-groups/committees/mic/2020/20201019-fast-start/20201019-item-02-fast-start-education.ashx


34前日市場のSCUC・LMP算定の処理フローまとめ

◼ PJMマニュアルの記載をもとに、前日市場のSCUC・LMP算定のフローを整理すると、以下のようになる。

3-Partの
Co-opt

（入札需要）

増分燃料費のみ
のCo-opt

発電機態勢

発電機態勢 増分燃料費のみの
Co-opt

(fast-startは起動費
等込みで整数緩和)

LMP

SPD “Scheduling, Pricing & Dispatch”

dispatch run

pricing run（LMP算定）

RSC “Resource Scheduling 
& Commitment”（SCUC）



35リアルタイム市場のSCED・LMP算定 【米PJMマニュアルでの記載】

◼ リアルタイム市場では、多段階の処理（ASO ・IT SCED）で調整力の一部やDR発動等を決定し、続けてRT 
SCEDにより最終的なディスパッチを行い、その後にLPC（Locational Pricing Calculator）において、LMP・
アンシラリーサービス価格が算定される。

◼ なお、LMP算定（LPC）では、 RT SCEDの結果をそのまま使うのではなく、別途、最適化処理が実行されている。

出所）PJM Manual 11: Energy & Ancillary Services Market Operations Revision: 122（2022年10月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx


36リアルタイム市場のASO ・IT SCEDの詳細 【米PJMマニュアルでの記載】

◼ ASO（Ancillary Service Optimizer）は、混合整数計画問題を解き（3-PartのCo-opt）、一部の調整力
（Regulationおよび柔軟性のないReserve）が決定される。

◼ 次の処理であるIT SCED（Intermediate Term SCED）においても、混合整数計画問題を解き（3-Partの
Co-opt）、経済DRの決定等がされている。

出所）PJM Manual 11: Energy & Ancillary Services Market Operations Revision: 122（2022年10月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

出所）National Academies of Sciences, Engineering, and Medicine, “Analytic Research Foundations for the Next-Generation Electric Grid”（2016年） をもとに作成
https://nap.nationalacademies.org/catalog/21919/analytic-research-foundations-for-the-next-generation-electric-grid

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx
https://nap.nationalacademies.org/catalog/21919/analytic-research-foundations-for-the-next-generation-electric-grid


37リアルタイム市場のRT SCEDの詳細 【米PJMマニュアルでの記載】

◼ RT SCED（Real-Time SCED）では、PJMの需要予測に合うようにリソースをディスパッチする処理がなされており、
SCED（日本で言うところのEDC）の処理がなされているものと考えられる。

出所）PJM Manual 11: Energy & Ancillary Services Market Operations Revision: 122（2022年10月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx


38リアルタイム市場のLMP算定の詳細 【米PJMマニュアルでの記載】

◼ リアルタイム市場のLPCの中でも、dispatch runとpricing runに関する記述（前日市場と全く同じ）がある。

◼ 一度、dispatch runとしてSCEDを行った後、続けてpricing runとして増分燃料費のみのCo-optが実行される。
（冒頭4行）

◼ ただし、pricing runにおいては、fast-startの起動費・無負荷コストが入札価格に加えられており、混合整数計画
問題の整数緩和（0or1ではなく、0~1の値をとることを許容）をして最適化されている。（4~6行、後3行）

◼ また、pricing runでは、dispatch runの結果、起動しているリソースの入札情報を用いられている。（8~10行）

出所）PJM Manual 11: Energy & Ancillary Services Market Operations Revision: 122（2022年10月1日） をもとに作成
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx


39前日市場以降のSCUC・SCED・LMP算定の処理フローまとめ

◼ PJMマニュアルの記載をもとに、前日市場以降（RAC・リアルタイム市場）のSCUC・SCED・LMP算定のフローを
整理すると、以下のようになる。

SCED

発電機態勢 増分燃料費のみの
Co-opt

(fast-startは起動費
等込みで整数緩和)

発電機出力

LMP

dispatch run

pricing run

（SCED）

（LMP算定）

多段階の
3-Partの
Co-opt

ASO・IT SCED

RT SCED

発電機態勢

ASO : Ancillary Service Optimizer

IT SCED : Intermediate Term 
Security Constrained Economic  

RT SCED : Real-Time Security 
Constrained Economic

調整力（Regulation・
柔軟性のないReserve）

経済DR 3-Partの
Co-opt

（PJM予測需要）

発電機態勢

RAC “Reliability 
Assessment and 

Commitment”（SCUC）



40

以 上


